
 
 

 

令和５年度における新型コロナウイルス感染症対応 

地方創生臨時交付金を活用した事業の効果検証について 

 

企画財政課まちづくり政策係 

 

１ はじめに 

新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、感染拡大の影響を受けている地

域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に応じてき

め細やかに必要な事業を実施できるよう、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金」（以下、「臨時交付金」）が令和 2 年度に創設され、次の使途に応じて様々な

取組に活用してきました。 

◆使途に応じた分類 

① 通常交付金分 〔令和 2年 4月創設〕 

新型コロナウイルスの感染拡大の防止や感染拡大の影響を受けている地域経済や

住民生活の支援、家賃支援を含む事業継続や雇用維持等への対応、「新しい生活様式」

を踏まえた地域経済の活性化等への対応、ポストコロナに向けた経済構造の転換・

好循環の実現を通じた地方創生を図ることを目的とし、自由度高く活用することが

可能。 

② 事業者支援分 〔令和 3年 4月創設〕  

緊急事態宣言の発出により、人流が減少し、経済活動への影響が全国的に生じる

ことを踏まえ、その影響をうける事業者に対する支援 

③ 原油価格・物価高騰対応分 〔令和 4年 4月創設〕 

コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価の高騰の影響を受けた生

活者や事業者の負担の軽減を主たる目的とする事業。  

④ 電力･ガス･食料品等価格高騰重点支援地方交付金 〔令和 4年 9月創設〕  

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対し、地

域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施する取組。より重点的・効果的に

活用されるよう、国から推奨事業メニューが提示されている。  



 
 

臨時交付金の事業終了後には、効果検証を行い、結果を公表することとされており、

長和町では、効果検証を地方創生推進協議会において実施することといたしました。 

つきましては、本日の会議で令和５年度に実施された各事業を報告しますので、効果

検証をお願いします。 

 

２ 年度別交付確定額 

年度 交付金区分 
交付確定額 

（千円） 

Ｒ２ 

通常分 288,884 

通常分（国庫補助事業の地方負担分） 1,730 

 小計 290,614 

Ｒ３ 

通常分 129,359 

通常分（国庫補助事業の地方負担分） 1,856 

事業者支援分 9,613 

 小計 140,828 

Ｒ４ 

通常分 99,371 

通常分（国庫補助事業の地方負担分） 1,176 

原油価格・物価高騰対応分、通常分 45,704 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援分 35,781 

 小計 182,032 

Ｒ５ 

通常分 395 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援分 64,818 

 小計 65,213 

累計   678,687 

 

 

３ 令和５年度に臨時交付金を活用して取り組んだ事業の実施状況 

 ・別添「令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業実施状況

資料（効果検証資料）」のとおり 

 ・地方単独事業 12 事業、国庫補助事業の補助裏分への充当 2事業、計 14 事業 

 ・総事業費      65,937,698 円 

  （内訳）臨時交付金 65,213,305 円 

      国庫補助金    475,000 円 （学校保健特別対策事業） 

      一般財源     249,393 円 
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地方創生へ
の効果

意見

1・2 低所得世帯支援給付金事業 福祉係

　国から示された交付金の趣旨に従い、原油価格・
物価高騰等に直面する低所得世帯の支援を行う。支
給方法は国の例示も踏まえ、各種のエネルギーや食
料品等あらゆる生活にかかわるものが値上げになっ
ていることから、生活者支援としてより効果的であ
る現金給付とする。

25,556,498円

■支出内容及び実績額
令和５年度分の住民税均等割非課税世帯（840世
帯）
　給付額３万円×815世帯＝24,450千円
　事務費　・職員時間外勤務手当　82千円、・
事務用品一式 64千円、・封筒印刷 77千円、郵
送料 一式 223千円、振込手数料 8千円、給付シ
ステム改修委託　638千円、コピー使用料 14千
円　　　事務費計 1,106千円

②効果的で
あった

物価高騰等に対する給付金とし
て
給付率
非課税世帯　97.0％と
一定の支援ができた。

②効果的で
あった

（特になし）

7
福祉事業所エネルギー価格高騰対策支
援金事業

高齢者支援係

　介護・福祉サービス事業所が物価高騰等の影響を
受けながらも安定的なサービス提供を持続できるよ
う、福祉事業所エネルギー価格高騰対策支援金を支
給する。
（電気料金、燃料費、ガス代等の物価高騰に対する
支援金）

2,330,000円

■支出内容及び実績額
　長野県高齢者福祉施設等価格高騰対策支援事
業の下記交付基準額の1/2相当額を補助(県補助
への上乗せ補助）とする。
　＊基準単価
　　ア　入所・居住・多機能系　5施設：基準単
価18万円＋加算額9,000円×定員数（合計145
人）
　　イ　通所系　8事業：基準単価9万円＋加算
額3,000円×定員数（合計185人）
　　ウ　訪問系　7事業：基準単価2万円
　なお、長野県高齢者福祉施設等価格高騰対策
支援事業の交付金の対象外事業所は、上記基準
額を交付する。
●県対象上乗せ分 1,250千円　県対象外分
1,080千円　合計 2,330千円

　R5.7.1現在、町内の介護・福祉サービス事業
所　15事業所

①非常に効
果があった

社会福祉施設等が物価高騰の影
響をうけながらも安定的なサー
ビス提供ができた。

①非常に効
果があった

（特になし）

8
ごみ収集運搬事業者への燃料費高騰分
支援事業

生活環境係
　物価高騰の影響を受けるごみ収集運搬事業者の燃
料費高騰分の負担を軽減し、事業者の事業継続支援
を図るため、燃料費の高騰を勘案して支援を行う。

395,000円

■支出内容及び実績額
　燃料費高騰差額分　軽油：（令和2年1月）137
円→現在(7/4時点）171円　差額単価 34円/L
単価を契約業務ごと収集ルートによる走行距離
と収集回数を乗じて算出
　可燃ごみ収集　４業務　174,000円
　缶・ビン　　　２業務　 43,000円
　プラスチック　２業務　108,000円
　紙・布　　　　２業務　 70,000円
　合　計　　　　　　　　395,000円
・長和町が委託するごみ収集運搬事業者（中小
企業に限る）　４者

②効果的で
あった

様々な物価が高騰する中、燃料
費に係る負担は大きいため、有
効な支援策であったと考えられ
る。

②効果的で
あった

（特になし）

事業の成果
（事業実施による効果）

長和町地方創生推進協議会による
効果検証結果

番号 事業名 事業の概要
（国提出計画より抜粋）

実績額
（円）

令和５年度における実施状況
（実績額の内訳）

地方創生へ
の効果

係名
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9 農家を支援する価格高騰対策事業 農政係

　新型コロナウイルス感染症並びにウクライナ情勢
等に関連して価格の高騰（肥料・飼料・燃料等）に
より、大きな影響を受けている農家に対し、農業経
営の下支えとなる支援をするため、給付金を交付す
る。

3,615,000円

■支出内容及び実績額
　１．個人経営体
　　Ａ＝農業収入3,000万円以上
　　　　200千円× 3件＝600千円
　　Ｂ＝農業収入1,000～3,000万円未満
　　　　100千円× 6件＝600千円
　　Ｃ＝農業収入500～1,000万円未満
　　　　50千円× 7件＝350千円
　　Ｄ＝農業収入300～500万円未満
　　　　30千円× 5件＝150千円
　　Ｅ＝農業収入100～300万円未満
　　　　10千円×9件＝90千円
　　Ｆ＝農業収入 50～100万円未満
　　　  5千円×5件＝25千円
　　Ａ～Ｆ小計：35件・1,815千円
　２．法人経営体
　　Ｇ＝200千円×9件＝1,800千円
　Ａ～Ｇ合計＝44件・3,615千円
・長和町に住所を有する農家・農業法人、組合
等経営体の内、令和４年分確定申告令和5年2月
16日～3月15日まで）において、50万円以上の農
業収入を有し、現在も継続して農業を営む者。

②効果的で
あった

農作物生産に伴う経済的な影響
緩和や経営継続意欲の向上に寄
与した。

②効果的で
あった

（特になし）

10 町内事業者エネルギー高騰応援事業 商工観光係

　物価高騰及びエネルギー価格の高騰が町内すべて
の事業者に大きな負担となっている中、特に電気代
の高騰は経営をかなり圧迫している。事業者の今後
の事業継続を応援するため、応援金を給付する。

11,075,000円

■支出内容及び実績額
従業員規模
　0人～5人　210事業者× 40千円＝ 8,400千円
　6人～10人  13事業者× 60千円＝   780千円
　11人以上　 14事業者×100千円＝ 1,400千円
　給付金計　　　10,580千円
　事務委託経費　　 495千円
　合計　　　　11,075千円
・町内237事業者（商工会員219者及び会員以外
含む）

①非常に効
果があった

物価高騰及びエネルギー価格の
高騰が、町内事業者の経営を大
きく圧迫している中、経営の持
続と安定に一助となった。

①非常に効
果があった

（特になし）

11 地域いきいき券配布事業 商工観光係

　物価高騰及びエネルギー価格の高騰が住民生活を
圧迫している中、地域住民の応援及び消費喚起に係
る町内事業者支援を図るため、長和の里地域いきい
き券（地域商品券）を配布する。

19,016,807円

■支出内容及び実績額
＊地域商品券の実施主体である町商工会へ負担
金（共同事業）として支出
・全町民5,636人
・事業費内訳：配布枚数3,000円×5,636人＝
15,580千円、郵送料1,375千円、印刷代383千
円、事務経費1,674千円、振込手数料67千円
合計19,017千円

①非常に効
果があった

物価高騰及びエネルギー価格の
高騰による住民生活への影響が
緩和されたほか、消費の促進効
果により、町内事業者の売上に
大いに下支えとなった。

①非常に効
果があった

（特になし）
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12
長和町高等学校通学費等補助金追加支
援事業

学校教育係

　子育て家庭の家計において、電力・ガス・食料品
が高騰する中、子どもの送迎に要する車の燃料費等
通学費の増加は家計を圧迫させている。この事から
町単事業で実施している高等学校通学費補助金の追
加支援を行う事で子育て世帯を支援する。

2,830,000円

■支出内容及び実績額
1ヶ月あたり2,000円の追加支援を行う。
・高校生前期分　全日制　12,000円×115名、
　通信制　4,200円、5,600円、5,400円、
　10,200円、3,300円、2,100円　各１名
　　　合計1,410,800円
・高校生後期分　全日制　12,000円×110名、
　通信制　800円、1,100円、5,000円、
　5,700円、2,600円
　　　合計1,335,200円
・中学生　前期　12,000円×4名
　　　　　後期　12,000円×3名
　　　　　　合計　84,000円

②効果的で
あった

様々な物価が高騰する中におい
て、通学費に係る負担は大きい
と考えられることから、子育て
世帯にとって有効な支援策で
あったと考えられる。

②効果的で
あった

（特になし）

13 学校保健特別対策事業費補助金 学校教育係

○感染症流行下における学校教育活動体制整備事業
　町内の小学校（2校）における新型コロナウイル
ス感染対策ため、校舎窓へ網戸の設置と保健衛生用
品の購入を行い、児童が安心して学ぶことができる
体制の継続を図る。

669,393円

■支出内容及び実績額
消耗品、備品等：1,800,671円（消耗品279,593
円：石鹸、洗剤、使い捨て手袋、ポリパック、
ペーパータオル、除菌剤、ふきん等・施設改修
換気対策の網戸設置　389,800円）

■国庫補助金　250,000円×2校＝500,000円

②効果的で
あった

５月に５類へと移行したもの
の、感染症予防対策として換気
のため設置した網戸及び保健衛
生用品は児童たちが安心して学
ぶことができる環境づくりに効
果があったと考えられる。

②効果的で
あった

（特になし）

14 学校保健特別対策事業費補助金 学校教育係

○感染症流行下における学校教育活動体制整備事
業）
　町が構成する一部事務組合で運営している中学校
における新型コロナウイルス感染予防対策に対して
資する事業（校舎内の喚起のため網戸設置）
　学校で行う新型コロナウイルス感染対策事業に対
し、負担金として支出
　事業費から国庫補助金を除く組合負担分を構成す
る上田市と長和町でそれぞれの生徒数で按分。

450,000円

■支出内容及び実績額
　依田窪南部中学校の新型コロナウィルスの感
染予防事業に対して、負担金として支出をす
る。
　
　事業費から国庫補助金を除く組合負担分を、
構成する上田市と長和町でそれぞれの生徒数で
按分）
　組合自己負担額225千円
　・長和町負担分225千円×64.4％＝145千円
　・上田市負担分225千円×35.6％＝80千円

②効果的で
あった

５月に５類へと移行したもの
の、校舎内の換気のため設置し
た網戸により、生徒が安心して
学ぶことができる状況を確保す
ることができ、効果があったと
考えられる。

②効果的で
あった

（特になし）


